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本研究は一般に公開されている入札情報を用いて,総 合評価方式の実態に関する基礎

的な分析を行うものである.具 体的には国土交通省発注の一般土木工事の入札情報を用い

て,(1)個々の入札を対象に落札率や入札価格及び技術評価のばらつき具合を求め,入 札に

おける競争状況を把握するとともけに(2)個 々の入札参加企業を対象に総合評価方式下での

競争力や,技 術力 と入札価格の関係などを分析し,企 業の入札行動を把握する.以 上の分

析から,総 合評価方式による入札の実態 と課題を明らかにする.
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1.は じめに

我が国の公共工事の入札に総合評価方式が本格的

に導入されて一定の期間が経過 した.周 知のとお り

総合評価方式は,入 札価格 と技術に関わる要素を総

合的に評価して落札者を決定する方式であり,公 共

工事の品質確保や向上,著 しい低価格入札への対応

など,従 前の価格のみによる自動的落札方式におい

て生じていた課題の解決が期待されている。

総合評価方式の評価方式として簡易型,標 準型,

高度技術提案型の3つ があるが,そ れぞれの意義は

次のとおりである1).ま ず簡易型は 「簡易な施工計

画や企業が保有する施工技術の実績,当 該工事の施

工に値接係わる配置予定技術者の能力を評価するこ

とにより,企 業が発注者の指示する仕様に基づき,

適切かつ確実に工事を遂行する能力を有しているか

を確認すること」であり,価 格を重視 しつつ品質確

保を達成することが趣旨と考えられる.

また,標 準型及び高度技術提案型は 「施工上の特

定の課題等について民間事業者による技術提案を募

り,工 事の品質向上を期待すること」であり,品 質

向上を重視することが趣旨と考えられる.

上述 したように総合評価方式が導入されて一定の

時間が経過した現在,こ れ らの趣 旨に沿った入札が

行われているかを確認することは重要と考えられる.

また,総 合評価方式は価格に加えて技術に関わる

要素も評価する方式であることから,企 業の入札に

対する行動にも一定の影響を及ぼすものと想定され

る.具 体的には,入 札参加企業は自社の有する技術

水準をある程度念頭に置いて入札価格を決めると考

えられることから,仮 に技術水準の低い企業がより

低価格で入札に参加し落札した場合,総 合評価方式

の趣旨から外れる結果が生じてしまう可能性がある.

したがって,入 札結果の分析を通 して企業の入札行

動を把握しておくことは意義のあることと考えられ

る.こ こで入札行動 とは,「 入札に参加する企業が

自社の評価値が最大となるように,入 札価格の設定

や技術提案を行 うこと」と定義する.

一方で近年,公 共工事の手続 きの透明性 ・公平性

の確保の観点から,入 札の評価に関する基準や落札

者の決定方法,入 札者の提示 した性能等の評価や落

札結果などの情報が一般に公開されるようになって

いる.こ れ らの情報を用いることで,総 合評価方式

の実態を把握することが可能になる.

以上を踏 まえ本研究は,公 開入札情報を用いて

個々の入札及び個々の企業に着日した総合評価方式

の実態に関する分析を行うことを目的とする.具 体
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的には,(1)落 札率や入札価格及び技術評価のばらつ

き具合などを求め,入 札における競争状況を把握す

るとともに(2)総 合評価方式下での企業の競争力,

技術力 と入札価格の関係などを分析し,企 業の入札

に対する行動を把握する.な お,競 争状況の把握 と

入札行動の分析は簡易型及び標準型を対象とし,件

数が非常に少ない高度技術提案型は対象外とする.

2.既 往研究の整理と本研究の位置付け

(1)総 合評価方式に関する研究

総合評価方式が広範に導入されたことに伴い,最

近にな り総合評価方式の実土施結果や留意事項,課 題

に関する報告が行われつつある.例 えば堤ら2)は,

平成18年 度上半期の国土交通省の全国8地 方整備局

の実施状況を分析 した結果,加 算点を拡大 している

ものの依然 として最低価格者が落札する割合が大き

く価格の影響が大きいこと,簡 易型では簡易な施工

計画や企業及び配置予定技術者の過去の工事実績等

が技術力評価に有効であること,標 準型では工事特

性を踏まえた本質的な課題設定や評価のあり方につ

いて検討が必要であることを指摘している.ま た,

堀 ら3)は,平 成18年 度に九州地方整備局で試行的に

実施 した高度技術提案型について,評 価値の算定方

法次第で技術点で高得点を得ても価格の影響が大き

過ぎるなど,改 善すべき課題を指摘している.
一方,国 値轄工事においては基本的に除算方式が

採用 されているが,こ の除算方式の課題への対応と

して加算方式の導入が検討されている.こ の点につ

いて毛利 ら4)は,平 成19年 に直轄工事で試行 した加

算方式での総合評価について,技 術力を促進する効

果,低 価格による落札を抑制す る効果が見られたこ

とを報告している.さ らに伊藤5)は,総 合評価方式

の変遷を整理 した うえで,将 来的に検討が必要 とな

る課題として,VE提 案の形骸化への対応,技 術によ

るコス ト縮減の促進などを提示している.

以上の研究は,主 に発注側機関が入札結果を基に

実施上の課題を抽出したもので,今 後の改善に向け

た重要な知見が得られているが,定 量的な分析につ

いては必ず しも十分行われていない.具 体的には,

入札参加企業間で価格や技術に関する競争がどの程

度行われているか,簡 易型 と標準型など評価方式間

での違いはあるかなどについては把握されていない.

これ らの点は評価方式の趣旨に沿った入札が行われ

ているかを確認する観点からも重要と考えられる.

(2)企 業の入札行動に関する研究

一方で,企 業の入札行動に関する研究もいくつか

行われている.岩 松 ら6)は,建 設省の各地方建設局

(当時,現 地方整備局)の 公開された入札データを

用いて企業の入札行動を分析している.具 体的には,

企業の入札値のばらつきが欧米に比べて小さい方で

あること,我 が国では落札価格に近い価格提示を安

定的に行える 「常識的な」入札行動をとる企業が多

いことなどが示されている.さ らに岩松ら7)は,国

土交通省を中心 とした国の近時点での入札結果デー

タを用いて競争状況を分析するとともに 著者らの

過去の分析との比較を行っている.そ の結果,建 設

市場の需給状況や入札契約制度の改革を通じて,全

体 として落札率の低下傾向や入札値の変動係数の増

大などに現われているとの知見を得ている.

また森本 ら8)は,同 じく公開入札結果情報(四 国

地方整備局と徳島県県土整備部の情報)を 用いて入

札競争状態を分析 している.そ の結果,各 企業の入

札態度は四国地方整備局の入札参加者は平均近くに

分布する傾向にあるが,徳 島県では安定的に高値入

札傾向が多いこと,入 札態度を示す契約前価格力指

標と入札機会(指 名回数)に は全 く関係がないこと

などが示されている.

以上の研究は公開されている入札情報を積極的に

活用し,個 々の入札に関する分析に加えて,個 々の

企業に着目した分析を行っている点が大きな特徴で

ある.こ うしたアプローチは,総 合評価方式下にお

ける入札の分析においても有効であると考えられる.

(3)本研究の位置付け

以上を踏まえ本研究は,既 往研究では検討されて

いない総合評価方式下における競争状況の把握を中

心とした定量的な分析を行 うとともに,企 業の入札

行動に関する分析を行う.具 体的には,総 合評価方

式で実施 された入札に関する情報を用いて,ま ず,

個々の入札を対象に落札率や入札価格及び技術評価

のばらつき具合を求め,入 札における競争状況を把

握する.次 いで,個 々の入札参加企業を対象に総合

評価方式下での競争力,技 術力 と入札価格の関係な
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どを分析 し,企 業の入札 に対す る行動 を把握す る.

以上 か ら総合評価方式 による入札の実態 と課題 を明

らかにする.

3.個 々の入札に着 目した分析

(1)分 析対象

本研究では,国 土交通省 中部地方整備 局発 注の一

般 土木 工事の うち総合評価方式が採用 されている一

般競争入札を対象1にWeb上 の公 開入札情報9)を 用

いて分析を行 う.対 象期間は平成18年 度及び19年

度(7月 まで),入 札件数は244件 である注1).な お,

総合評価方式の評価値 の算 出方法 は,全 て除算方式

であ る.こ こで,公 開入札4情報か ら具体的な入手可

能 な項 目は,表-1の とお りである.

(2)入 札結果の概要

a)入 札件数及び入札参加者数

本研 究で対象 とした入札は全244件 であ り,入 札

方式の内訳 は簡易型188件,標 準型31件,高 度技術

提案型1件 であ り,残 りの24件 はWeb上 で入札公

告 が入手できなかったため不明である.

また,各 入札への参加企業数 は平均6.1,最 大-3,

最小1で ある.な お,1社 のみ参加の入札は-4件

注2)で ある.こ れ らの分布 を図-1に 示す.

b)落 札率

分析対象の入札 における落札率は平均90.2%,標 準

偏差7.9%で ある注3).落 札率の最低 は60.0%で あ り,

この入札 を含 め15件 が低入札価格調査の対象 となっ

ている.一 方,入 札方式別 では簡易型が91.5%,標 準

型が8～4%,高 度技術提案型が78.4%で あ り,簡 易型

の落札率が高い傾 向にある。

なお,落 札率 について入札参加企業数 と平均落札

率の関係 を示 したのが図-2で ある.こ れ より参加企

業数が多 くな るに したがって,平 均落札 率も低下傾

向にあることが分かる.

c)入 札価格及び技術評価 の競争状況

(1)入 札価格 の変動係数

個々の入札 にお ける参加 企業間の競争状況 を表す

指標 として標 準偏 差が挙 げ られ るが,工 事の規模 に

影響 され るこ とか ら,こ れ を除外 した(平 均 で除 し

た)統 計量で ある変動係数 を用い る.こ こで,入 札

価格 について変動係数 を算定 した結果を表-2に 示す.

表-1Web上 で入手可能な項 目

注:国土交通省各地方整備局においても公開されている.

図-擁入札における参加企業数分布

図-2入 札参加企業数と平均落札率

表-2入 札価格の変動係数

注:表 中の入札件数(N)は,入 札方式が不明なもの,1社 のみ参加の

ものを除いた植である.

なお,高 度技術提案型は1件 であることか ら対象 と

しない.こ れ より全体では平均6.2%,最 大-7.2%,

最小1.1%で ある.平 成17～18年 度の国発注工事の入

札デー タを分析 した岩松 ら7)に よると,建 設 工事の

入札価格(論 文中では入札値 と表記)の 変動係数は

全体では5.8%,一 般 土木工事では4。1%と なってお り,

これ らよ りやや大きい水準である。
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一方
,評 価 方式別で は簡易型 が5.8%,標 準型 が

8.7%と 標 準型 の方が大 きく,ば らつ きを持 った競争

が行 われ てい るこ とが分か る.標 準型 は簡易型に比

べて技術的 な工夫の余地が大きい工事 が対象 とな る

ことか ら,こ の工夫の対価 の入札価格への反映度 が

入札参加企業間で異なっているこ とが うかが える.

この変動係数 は入札 に参加す る企業の数や競争力,

工事 の種類 な どによって変化す る可能性が あると考

え られ る.こ の うち参加企業数 との関係 を示 した も

のが図一3で ある.こ れ より,参 加企業数 の多少 に関

わ らず変動係数の多 くは10%以 下に分布 してお り,

この結果 か らは,両 者 の間に必ず しも明確 な関係性

があるとは認め られない.

(2)技 術評価点の変動係数

(1)と同様1に 個々の入札 にお ける参加企業間の技

術評価 点(標 準点 と加 算点の合計)の 変動係数 を算

定 した結果 を表-3に 示す.こ れ より全体では,平 均

3.6%,最 大9.0%,最 小0.3%で あ り,入 札価格の変動

係 数 と比べ て小 さくな ってい ることが分 かる.こ れ

は,技 術評価 点の うち入札参加 資格 のある企業全て

に与え られ る標 準点が100点 であるのに対 して,加

算点は簡易型 を中心に多 くの入札で30点 であ り,企

業間で差が開きにくい傾 向 にあ るため と考 えられる.

一方
,評 価 方式別で は簡 易型 が3.5%,標 準型 が

4.1%と 標準型の方が大き く,ば らつ きを持 った競争

が行われてい ることが分か る.上 述 した よ うに標準

型 は簡易型 に比べ てよ り技術的な要素を必要 とす る

こと,加 算点の満点が高い(最 大70点)場 合が多い

こ とか ら,企 業間で差 が開 きやすい傾 向にあるため

と考えられ る.

(3)入 札価格 と技術評価 点の変動係数

(1)及び(2)を踏 まえ,個 々の入札 において価格及び技

術面で どの よ うな競争 が行われてい るかを把握す る

た め,入 札毎の入札価格 と技術評価 点の変動係数 を

プ ロ ッ トした結 果 を図-4(簡 易型),図-5(標 準

型)に 示す.ま た,こ れ らについて全体の平均 を基

準 として"競 争 状況 のパ ター ン分 け"(図 中の領域

(1)～(4))を 行った結果 を併せて示す.

まず 図一4(簡 易型)よ り,入 札価格 と技術評価点

の変動係数 が小 さい,す なわち価 格 と技術 の両面で

僅差の競争が行われてい る領域(3)が60件 と最 も多い

こ とが分 か る.簡 易 型 の趣 旨は価格 を重視 しつつ

図-3入 札参加企業数と入札価格の変動係数

表-3技 術評価点の変動係数

注:表 中の入札件数(N)は,入 札方式が不明なもの,1社 のみ参加の

ものを除いた値である.

(1)27件(16%),(2)52件(31%),(3)60件(35%),(4)31件(18%)

図-4入 札 価 格 と技 術 評 価 点 の 変 動 係 数(簡 易 型)

(1)7件(25%),(2)5件(18%),(3)5件(18%),(4)11件(39%)

図-5入 札価格と技術評価点の変動係数(標準型)

品質土確保 を達成す るこ とで,主 に技術的 な工夫の余

地が小 さい工事,換 言すれば企業 間で価格や技術 面

での差が大き くな らない工事 を対象 としてい ると思
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われ るが,こ の領域の入札 におい ては概ね趣 旨に沿

った結果が得 られてい る可能性がある.

一方
,図 一5(標 準型)よ り,価 格 と技術の両面で

ば らつ きを持った競争 が行われている領域(1)が7件

であ るのに対 して,価 格面でのば らつ きが技術面の

ば らつきより大きい領域(4)が11件 と最 も多 くなって

お り,価 格 による競争が優 先 され ているこ とを示唆

してい る.標 準型 の趣 旨は技術提案 に よる工事の品

質向上であ り,技 術面 をよ り重視す るもの と思われ

るが,趣 旨に沿った結果が得 られ ていない可能性が

ある.こ の点については,総 合評価 方式の今後 の検

討課題 と考え られる.

なお,今 回の検討 は個 々の入札にお ける入札価格

と技術評価点の変動係数 か らパ ター ン分 けを行 った

段階 で留ま ってお り,結 果 について は必ず しも一般

性 を有 した もの とは言 えない.今 後,他 の分析 手法

や特性値 との比較検証が必要である.

(3)最 低価格者以外の落札状況

総合評価 方式の特徴 である最低価格者以外の企 業

が落札 した入札は32件(244件 中)で ある.こ の う

ち簡易型17件,標 準型11件 であり(残 り4件 は入

札公 告を入手 できなか ったため不明),標 準型 にお

ける割合が高 くなっていることが分か る.

この32件 の入札 について,落 札者の価格及び技術

評価点の水準 を示 したのが表-4で ある.最 低価格者

以外が落札 しているので,当 然の ことなが ら,技 術

評価点が平均以上である入札が-8件 と大半 を占めて

い る.

なお参考 まで,最 低入札価格者 が落札 した入札 に

ついて同様 の集計を行った結果を表-5に 示す.こ れ

よ り表-4に 比べて技術評価 点が平均 よ り低い企業が

落札 している割合 が36.3%と 高 くなっていることが分

かる.こ の うち品質向上が趣 旨である標準型が9件

含 まれ てお り,こ の点について は,総 合評価方式の

今後の検討課題 と考 えられる.

(4)ま とめ

これ までの個別の入札 に着 目した分析結果 をまと

めると,以 下の とお りである。

表一4落札者の価格及び技術評価点の水準
(最低価格者以外が落札した入札:32件)

表一5落 札者の価格及び技術評価点の水準

(最低価格者が落札した入札:212件)

・ 各入札への参加企業は平均6社 程度である.

・ 落札率は平均90.2%で あ り,簡 易型が大きい傾向'

にある,ま た,入 札参加企業数が多 くなるにした

がって,平 均落札率は低下傾 向にある.

・ 入札価格 と技術評価点の変動係数 を比較す ると入

札価格 の方が高 くなってい る。す なわち,価 格面

で よりばらつきを持った競争 が行 われてお り,他

の結果 とも合わせ ると,落 札には依然 として価格

の影響が大きい と言える,

・ 簡易型 と標準型の変動係数 について,入 札価格,

技術評価点 とも標準型の方が大きい傾 向にある.

・ 入札価格 と技術評価点の変動係数を基に入札結果

をパ ターン分 けした結果,標 準型において趣 旨に

沿った結果が得 られていない可能性がある.

4.個 々の企業に着 目した分析

(1)総 合評価方式下における企業の競争 力

a)基 本的考え方

ここでは総合評価方式下 におけ る個 々の企業の入

札行動 について分析 を行 う.岩 松 ら5),6)は,あ る企

業 の入札価 格がその入札 にお ける落札価格 か らどれ

くらい乖離 してい るか とい う指標 は,個 々の入札に

お けるその企 業の競争力 を示 してい るとい う観点か

ら,以 下の よ うな 「競争力値」 を用いて企業 のタイ

プ分けを行 っている.

「競争力値」={(入 札価格一落札価格)

/落 札側価格}×100(1)

本研 究では,総 合評価方式下 におけ る入札 を分析
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対象 と している ことか ら,こ の総合評価 を念頭 にお

いた 「競争力値」 について検討す る.各 企業は(技

術評価 点/価 格)で 表 され る評価値 が最大 にな るよ

うに行動す る と考 え られ る.こ の うち技術評価 点に

ついては発注者側が付 けるものであ り,企 業側 で コ

ン トロール はで きないが,各 企業 は技術評価 点が高

くなるよ うに努力す るもの と考 える.そ の評価値 を

用 いて式(2)の よ うな総合 評価方 式 下での 「競争力

値」を算出する.

総合評価方式下での 「競争力値」

={(落 札者の評価値-入 札者 の評価値)/

落札者 の評価値}×100(2)

ここで,「 競争力値」が小 さいほど,当 該企業の

競争力は高いことを示 し,逆 に 「競争力値」が大き

いほ ど,競 争力が低いことを示 している,な お,落

札者である場合には 「競争力値」は0と なる.

ここで岩松 ら6)も 指摘 してい るよ うに,企 業 の競

争への参加状況 は様々であ り,入 札行動 の観察 を目

的 と した場合,入 札や落札の回数 の多い企業 を対象

とす るのが適切 である.そ こで本研 究では既往研 究

を参考}に 入札参加回数が5回 以上でかつ落札回数

が1回 以上の企業(93社)を 対象 に分析を行 う.

b)分 析結果

各企業 について,期 間中に参加 した全ての入札に

お ける 「競争力値」の平均 を横軸 けに 標準偏差 を縦

軸 にプ ロ ッ トした結果 を図-6に 示 す.こ れ よ り,

「競争力値」 の平均や標 準偏差 が企業 毎で様々であ

り,企 業 間で入札価格の設 定や技術提案 の水準が異

なっていることが分かる.

また,全 体的には右肩 上が りになってい る.す な

わ ち,「 競争力値」の平均が低 い企業 ほ ど標準偏 差

も低 くなってお り,こ れ よ り競争力 が高い企業 ほど

毎回安 定的な入札が行われてい ることが,逆 に競争

力が低 い企業 は不安定な入 札が行 われ てい るこ とが

うかがえ る.な お この結果は,入 札価格 の競争力を

分析 した岩松 ら6),7)の 結果 と同 じ傾 向にあるが,平

均や標準偏差の値は高 くなってい る.

一方
,落 札回数別 に見た 「競争力値 」の平均 と標

準偏差 を表-6に 示す.こ れ よ り,当 然の ことながら

落札回数 が多いほ ど,平 均,標 準偏 差 とも小 さくな

ってい ることが分か る.

図-6企 業毎の競争力値の平均と標準偏差

表-6落 札回数別に見た競争力値

なお,今 回 の分析で は対象 を一般 土木 工事 に限定

してい るものの,企 業 に とって得意 ・不得意な工事

は存在す るもの と考 え られ,そ の点を踏 まえた入札

への参加基 準 も企業 によって異な ると思 われ る.こ

れ らの点については今後分析 を進めたい.

(2)技 術評価と入札価格の関係

総合評価方式 は入札価格 に加 えて技術力や技術提

案 について も評価 され るこ とか ら,例 えば技術力が

低い と考 えている企業が入札価格 を低 めに設定す る

(あるいはその逆)な ど,企 業の入札 に対す る行動

にも影響 を与 えるこ とが想 定 され る.そ こで,個 々

の企業における技術評価 と入札価格 との関係 につい

て分析す る.

この うち技術評価 については,入 札毎 に加 算点の

満 点が異 なるこ とか ら満 点に対す る割合で比較す る.

また,各 企業 の入札価格 とその入札 にお ける落札価

格 との乖離率は式(3)で 表 され る.こ の乖離率 は上述

の式(1)の 競争力値 の算定式 と同 じであるが,こ こで

は分析の主旨か ら乖離率 と表記 したい.

価格乖離率(%)={(入 札価格-落 札価格)

/落 札価格}×100(3)
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なお,価 格乖離率が0の 場合はその企業が落札者

で あることを示 してお り,マ イナスの場合 は総合評

価の結果,最 低価格者以外が落札 した ことを示 して

い る.

以上に基づ き入札結果 を用 いて,入 札 に参加 した

企業の技術評価 と価格乖離率 との関係 を示 したのが

図-7(簡 易型),図-8(標 準型)で ある.こ れ よ り技

術評価(加 算 点の満点 に対す る割合)は,簡 易型,

標準型 とも中間(50%)付 近 を中心に左右 に広 く分布

してお り,価 格乖離率は,簡 易型は0～20%の 範囲に

集中 し,標 準型は0～30%の 範囲に分布 していること

が分か る.す なわち,右 肩上が りにはなってお らず,

この結果か らは技術評価 と入札価格 の設 定の間 には

明示 的な関係 は認 められない と言 える.

なお,加 算 点 の割合 が低 い企 業 が よ り低 い価 格

(落札価格に近い価格)で 入札 に参加 している傾 向

が一部 で見受 けられ,特 に品質向上 を趣 旨としてい

る標準型でも見 られ ることは,3.(3)で も述べ たよ

うに,総 合評価方式 の今後 の検討課題 と考 え られ る.

(3)ま とめ

これまでの個 々の企業 に着 目した分析 結果 をま と

めると,以 下の とお りである.

・ 総合評価方式下における企業の競争力値を算定 し

た結果,入 札に対す る行動 が企業間で異なってい

ること,全 体的には右肩上が りなってお り,競 争

力が高い企業 ほど毎回安定的な入札が行われてい

ることが うかがえる.

・ 個 々の企業に技術評価 と入札価格設定 との関係 に

ついて分析 した結果,両 者 の間には明示的な関係

は認め られない ものの,加 算点の割合 が低 い企業

がよ り低い価格で入札に参加 している傾向が一部

で見受けられ る.

5.お わりに

本研究 は一般 に公 開 され ている入札情報 を用 いて,

総合評価方式 の実態 に関す る基礎目 な分析 を行 った.

その結果,個 々の入札 にお ける競争状況や企業の入

札 に関す る行動 な ど,総 合評価 方式に よる入札の実

態 と課題 が明 らかになった.具 体的には,落 札 には

依然 として価格 の影響が大 き く,特 に標 準型 におい

て も技術評価 点の低い企業が落札 してい る入札が見

図-7技 術評価と価格乖離率の関係(簡易型)

図-8技 術評価と価格乖離率の関係(標準型)

受けられること,企 業の入札行動については競争力

が高い企業ほど安定的な入札が,逆 に競争力が低い

企業は不安定な入札が行われていることなどである.

なお,本 研究では総合評価方式の評価方式である

簡易型と標準型の入札結果を対象に分析を行ったも

のである.総 合評価方式自体の意義である工事目的

物の性能の向上や総合的なコス トの縮減,技 術 と経

営に優れた健全な建設業の育成1)な どが達成 されて

いるかについては,中 長期的な視点からの分析と評

価が必要であり,今 後の課題 としたい.

【補注】

1)中 部地方整備局を対象 とした理由として 「入札

情報サービス」掲載の入札結果について,技 術

評価点(加 算点)の 内訳まで把握できることが
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挙 げ られ る.な お,一 般 土木 工事 の うち国道事

務所 及 び河川 国道 事務 所 の 工事(主 に道 路関

係)を 対象 としてい る.

2)-回 入札 が行 われ ている場合 には,落 札率 と整合

を取 るため2回 目の参加企業数を採用 してい る.

3)分 析 対象期 間中の落札率 の推移 について,国 土

交通省の緊急公共工事品質確保対策(平 成18年

1-月8日)が 実施 された前後では,落 札率の平

均はそれぞれ90.4%(平 成18年1-月 以前),

90.1%(平 成19年L月 以降)で あ り,ほ とん ど

違いはない.
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Analysis of the Overall Evaluation Bidding Method using Disclosed Tender Data 

By Yuichiro KANEKO, Jyun MOTOHASHI and Toshikazu SHIMAZAKI 

The object of this study is to analyze the Overall Evaluation Bidding Method using disclosed tender data in 
 Japan. The coefficient of variance of bid price and technology evaluation is calculated to evaluate the 

 competitiveness in individual bidding. And the competitiveness of individual construction company under 
 overall evaluation is analyzed to understand bidding behavior. As a result, characteristic and issues of the 

 Overall Evaluation Bidding Method is showed in this study.
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